

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































― 338 ― 
も、そこでは儀式自体は首長等とは関わりなく行われ、首長等は単に参列者と
してその場に臨んでいるだけであるのに対し、本件では自ら儀式に加わって祝
辞をのべるという行為を行っているだけに、ストレートな先例にはならないで
あろう」とのべ、「こうして最高裁は従来の事例とは異なる新しい事例の判断
を迫られることになるものと思われ、その結果が注目されるのである」と、本
事件の先例に対する特色と、最高裁の判断が注目される所以を私なりに整理し
ている。
本事件についての最高裁の判断が示された現在、改めて先例と比較してみる
と、判決では津地鎮祭訴訟と愛媛玉串料訴訟の大法廷判決が引用されているも
のの（その他に上述の砂川訴訟大法廷判決も引用されている）、むしろタイプ
としては即位の礼・大嘗祭参列訴訟判決に近いような印象を受ける。
　すなわち即位の礼・大嘗祭参列訴訟に比べると、儀式に係る行為はAの場
合単なる参列ではなく、出席し、祝辞をのべるというより積極的なものであり、
いわば宗教性の帯有の判断において即位の礼・大嘗祭参列訴訟における参列よ
りもプラスの材料であるが、他方発会式という儀式そのものは相当に宗教的色
彩が薄く、いわばマイナスの材料であるから、結局トータルすると即位の礼・
大嘗祭参列訴訟における首長等の参列と同様、Aの行為も社会的儀礼の範囲内
の行為とみなされているように思われるのである。
　先にものべたようにこうした最高裁判決については、今後批判的な見解が提
示されることが多いと予想されるが、一般市民の意識や地域の生活の実態等も
考慮に入れて検討すれば、むしろ最高裁判決の説くところを妥当とすべきであ
ろう(8)。
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